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6.5　ライフサイクルコスト（LCC）の比較

　LCCは、住宅の場合、建設から解体に至るまでの総費用（生涯費用）を示すものである。

住宅を建設する際に、建設の初期費用が必要となるため、新築時の建設費が高額であるこ

とから、建設費のみに目が行きがちであるが、耐久性の低下に著しく影響を及ぼす構法や

低品質の材料・部材を採用した場合、住宅全体の耐久性に影響を及ぼしそのメンテナンス

で余計に費用がかかることがある。本来のLCCは、イニシャルコストだけではなく、LCCや

ライフプラン（人生設計）も考慮したコストを言うが、ここでは、メンテナンスに多くの費用

を要する外皮のメンテナンスコストに注目して、各モデルプランのLCC比較を行う。

　長期優良住宅モデルと高耐久住宅モデルの1～4のパターンについて、建設費および経

年数毎のメンテナンス費用を集計しLCCを比較するべく下表に提示した。

　この表からもわかるように、長期優良住宅モデルで10年周期のメンテナンスを必要とす

る外皮仕上げ材を使用した場合、メンテナンス費用の累計が、30年の時点で1000万円を

超え、当初安価に抑えられた建設費の差額をもってしても250万円～400万円程度のマイ

ナスとなる。当然、その先の60年、90年、120年と経過する毎にその格差は顕著となる。

 

表6.3　モデルプランの建設費・メンテナンス費

仕様 長期優良 高耐久1 高耐久2 高耐久3 高耐久4

建設費（万円）
2,803 3,225 3,143 3,182 3,058

系年数（年）

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
費
用

10 225 5 5 5 0

15 15 15 15 15 15

20 225 10 10 10 5

30 675 390 523 235 405

40 225 10 10 10 5

45 15 15 15 15 15

50 225 10 50 10 5

60 940 1,175 1,078 1,145 955

同
累
計

30 1,140 420 553 265 425

60 2,545 1,630 1,706 1,445 1,405

90 3,685 2,050 2,259 1,710 1,830

120 5,090 3,260 3,412 2,890 2,810

L
C
C

30 3,943 3,645 3,696 3,447 3,483

60 5,348 4,855 4,849 4,627 4,463

90 6,488 5,275 5,402 4,892 4,888

120 7,893 6,485 6,555 6,072 5,868
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　長期の建物供用期間を考慮したとき、このようにLCCに大きな差が生じることが認識さ

れ、新築時の低価格こそが第一義といった、近視眼的なイニシャルコスト削減の追求では

なく、こうした資産価値を基に、金融機関等と連携してローン額の積み増しや、金利の優遇

などの措置が講じられると、木造住宅であってもより長く使い続けられることが普通とな

り、ストック型社会を実現できると考える。

グラフ6.1　外皮を主としたLCC比較
長期優良住宅モデルと比較し、高耐久住宅モデルはLCCの上昇が緩やかになることが見て取れる。

 

グラフ6.2　外皮トータルコストに関する損益分岐点
新築後、およそ15年～20年の時点で、外皮トータルコストの損益分岐点があることがわかる。
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第7章　まとめ

　「資産価値のある高耐久住宅研究」WGは、2019（令和元）年に活動を開始した。当初、

木造住宅の資産価値の長期維持には建物外皮の耐久性向上が最重要の課題であるとの認

識に基づいて、WGのメンバーである外皮資材メーカーの会員が保有する、素材自体の長寿

命化あるいは劣化抑制上の有用性によって外皮の高耐久化に資することが検証された資

材・構法の情報収集作業を行った。

　令和2年度においてはこれらの資材・構法の情報を取りまとめた冊子「資産価値のある

高耐久住宅研究報告」を刊行し、木住協会員に配布して情報の共有を図った。また、それ以

降の情報については「高耐久資材集」に収録し、木住協HP上で公開している。

　従来、資材の耐久性に関する情報は、メーカーが製品に対して行う保証の年限の形で提

示され、実際に期待される耐用年数はほとんど明確にされることがなかった。今回の高耐

久資材に関する情報収集に際しては、実際に使用する場合の点検・補修・更新を含むメンテ

ナンススケジュールが提示されることを条件とし、主要な外皮資材について情報が得られ

た。これによってこれらの高耐久資材を適用した外皮の長期維持保全計画の立案が可能に

なったことはWG活動の一つの成果と言える。

　令和5年度からは、これら各種の高耐久資材・構法を実際の住宅に採用した場合のコス

ト分析を行うため、住宅モデルの試設計に着手し、使用資材の組み合わせが異なる4種の

外皮仕様の高耐久住宅モデルプランを作成した。これらのモデルプランについて立案した

メンテナンススケジュールに基づいて建設費用と維持保全費用の見積を行い、供用中の各

段階でのこれらの総費用（LCC）を従来の外皮仕様の住宅のそれと比較した結果、供用期

間の延長に応じて高耐久モデルプランの総費用が少なくなることを確認した。

　これにより、住宅の長期使用においては建設時に高耐久資材を用いることにより住宅

のLCCを低減できることを具体的な事例として示すことができた。今回のモデルプランに

ついての検討内容は、今後建て主、住宅会社が外皮の仕様を選定する際の、また、資材メー

カーが製品の開発を行う際の有用な参照資料になりうる。

　WGの活動方針に関する発足当時の構想では、資材メーカーが中心となるSWG１におい

て住宅外皮の高耐久化の提案を行った後、住宅会社の主体的な参画を得たSWG2におい

て住宅供給の実態に即した外皮の長期維持保全計画策定とLCCの評価を実施し、更に金

融、保険、不動産など関連他業界の参画を得たSWG3において外皮を中心とする住宅の耐

久性、良質性に応じた資産価値の適正評価手法を確立することを目標とした。

　しかしながら、6年間の活動を経てもSWG2,SWG3のテーマに踏み込んだ議論を十分

尽くすにはいたらず、令和6年度をもってWGの活動をいったん休止することとなった。

　その背景として、資材メーカー主体で構成する資材・流通委員会の中での活動という組

織上の制約があったことに加えて、住宅の供給事業者が建て主や社会の利益に重点を置い

た取り組みにはいまだ消極的で、主体的な参画が得られなかったことを指摘したい。しか

し、今回のWG活動を通じて、従来の高耐久住宅の評価基準に欠落していた外皮の構法・仕

様に関する議論を深め、有用な情報を収集したことは一歩前進ととらえたい。
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　一方、宅建業界において、既存住宅の価格査定に関わる国土交通省の指針を反映し、メ

ンテナンスの実施状態を加味した査定方式の採用が進み、メンテナンスを継続的に実施す

る木造住宅の資産価値が長期にわたって評価される環境が整いつつある。

　資産価値のある高耐久住宅の普及が住宅産業に課せられた重要な課題であることは、

建て主のベネフィット追求、社会資産の保全、地球環境負荷の軽減の観点から変わること

がない。今後も資産価値のある高耐久住宅の実現を志向する木住協会員と関連他業界と

のコラボレーションによる継続的な取り組みに期待するものである。

2025（令和7）年2月

東海大学

名誉教授　工学博士　石川　廣三
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